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Ⅰ 大阪観光局のミッション及び事業コンセプト 

１ 3 つのミッション 

大阪観光局は、大阪の観光推進のプラットフォームとして、大阪への経

済効果を最大化するため、次の 3つのミッションを掲げている。 

⑴ 数を増やす 

世界の中で大阪が目的地として選ばれる取組みを行う。 

⑵ 質を上げる 

着地後の消費最大化及び満足度の向上を実現し、大阪の戦略的な観光

地域づくりを促進する。 

⑶ 波及させる 

観光産業をリードする存在として、大阪経済全体の拡大・維持、生活

の質の向上を図る。  

 

なお、今後は、上記ミッションについて、数を増やしつつも、質を上げ

ていくことを重視した「量から質への転換」を図っていく。 

これらのミッションを軸に、大阪のにぎわいを取り戻し観光産業のみな

らず、その周辺産業へ波及させ、ひいては、関西全体への経済効果の拡大

を目指し取組みを進める。 

大 阪 観 光 局 は 、 日 本 版 DMO(=Destination Management/Marketing 

Organization) 法人（地域連携）に登録され、地方創生推進交付金（いわゆ

る DMO交付金）の交付を受け、令和 2(2020)年度までの 5年間で、DMO 事業

戦略の策定、マーケティング、自主財源の強化など、DMO法人として着実に

組織体制を整えてきたところである。 

令和 3（2021）年度以降についても、2025 年の日本国際博覧会（2025年

大阪・関西万博）やその後の IRを見据えたショーケース機能強化や SDGs

施策を重点事業として、広域連携の強化、学生交流を中心とした教育旅行

の新たな取組み、 LGBTQ (=Lesbian,Gay,Bisexual,Transgender,Questio

ning)ツーリズムの推進、MICE(=Meeting,Incentive, Convention, 

Exhibion)の SDGs(=Sustainable Development Goals)認証制度の構築、食

による SDGs交流事業の構築などに取り組んでいく。 

なお、国からの交付金を受領している令和 3（2021）年度の DMO事業費は、

64,000千円（うち国からの交付金額 32,000 千円）を予定している。 

 

2 3 つの事業コンセプト 

大阪観光局は、引き続き次の３つのコンセプトのもとに事業を展開してい

く。 

⑴ 24時間観光都市「大阪」 
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24時間利用可能である関西国際空港や全国屈指の繁華街である大阪キ

タ・ミナミエリアを有する利点を活かし、日本のゲートウェイとして、

国内外から観光客を呼び込む。 

⑵ 関西・西日本観光におけるハブ「大阪」 

歴史・文化・自然などの観光資源の宝庫である関西の中心に立地し、

関西国際空港を有する大阪から放射状に伸びる発達した交通機関を有し

ているという優位性を活かし、大阪をゲートウェイとしたテーマ型滞在

観光を提案することにより、観光客を関西、瀬戸内、北陸、中部等全国

へと周遊させる。 

⑶ 多様性あふれる街「大阪」 

「食い倒れのまち大阪」といわれる幅広い「食文化」はもちろんのこ

と、「歴史」、「文化・エンターティメント」、「スポーツ」、「ウェルネ

ス」など豊富な観光資源を活用し、発信していく。また、だれもが楽し

める街・大阪を目指した取組みを進める。 

 

3  万博・ＩＲを見据えた活動目標 

2025年大阪・関西万博やその後の IR誘致を見据え、これまで以上に多

くの観光客が来阪されることを想定し、次の役割を果たせるよう取り組

む。  

⑴  日本の観光の「ショーケース」となる 

多くの人々は大阪を通して日本を知るようになるため、大阪から日本

各地の観光コンテンツを発信していくとともに送客機能を担う。 

  ⑵ 日本の観光の「トップランナー」となる 

各分野のプロ集団となり、全国の関係者の手本とされ、頼られる存在

となる。 

  ⑶ 成長戦略の「起爆剤」となる 

    人と人を繋ぎ、新しいビジネスや価値を生み出し、持続的な経済発展

をもたらす促進者となる。 

  ⑷ 高付加価値 MICE 都市を目指す 

参加者に高い満足度を提供し、経済効果を広範囲・長期的に波及させ 

る都市となる。 

 

Ⅱ 大阪の観光の現状 

 観光立国を掲げる我が国は、2020年の 4,000 万人、2030年の 6,000 万人の

訪日外国人旅行者数目標を目指して、一丸となって取り組んで来た結果、平成

31/令和元（2019）年の訪日外国人旅行者数は、自然災害や韓国との政治問題

等がインバウンドにも影響を与えたにもかかわらず、3,188万人と過去最高を
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記録し、大阪においても、中国や東南アジアをはじめとした他のアジア市場か

らの誘客強化、ラグビーワールドカップ開催による欧米豪からの誘客強化等

により、過去最高の 1,231万人を記録した。 

しかし、令和 2（2020）年 1月下旬から、世界的な新型コロナウイルス感染

症の感染拡大により海外との往来がストップし、令和 2（2020）年の訪日外国

人旅行者数は、全国で 412万人（推計）、大阪は 159万人（推計）に留まる見

込みとなっている。また、宿泊、飲食の事業者を始めとして、観光関連の事業

者は、新型コロナウイルス感染症による観光客の大幅な減少により、多大な影

響を受けている。 

大阪観光局では、新型コロナウイルス感染症の影響から早期回復を図るた

め、安心・安全な観光を前提として、引き続き、後述する「Ⅴ 令和 3（2021）

年度の取組みの方向性」に従い、反転攻勢のタイミングを見極めながら取組み

を推進していく。 

 

Ⅲ 大阪での都市魅力に資する大規模プロジェクト 

 大阪・関西を取り巻く状況として、平成 31/令和元（2019）年の G20(Grou 

p of 20)、ラグビーワールドカップ 2019、ツーリズム EXPOジャパン 2019の

開催により、多くの訪日観光客が大阪を訪れ、大阪・関西への注目が高まっ

た。 

 令和 3（2021）年は、2020東京オリンピック・パラリンピック、ツーリズ

ム EXPOジャパン 2021、また、令和 4（2022）年にはワールドマスターズゲ

ームズ 2021関西を控え、今後も大阪・関西の認知度向上の絶好の機会が続

く。 

さらに、2025年大阪・関西万博の開催、その後の IR施設の誘致に注目が

集まるなど、大阪の観光産業が地域の総合的成長産業として、ますます重要

性を増している。 

 このような状況の中、大阪観光局は、「大阪観光局 DMO事業戦略」に基づき、

しっかりとした観光地マネジメントを行い、「住んで良し」「働いて良し」「学

んで良し」「訪れて良し」の大阪の実現を目指し、着実に事業を進めていく。 

 

Ⅳ 課題 

 コロナ禍からの復活（来阪旅行者数・観光消費額） 

 平成 26（2014）年ごろから我が国へ、とりわけ大阪への訪日外国人旅行者

数が急増した結果、訪日外国人旅行者数・観光消費額ともに順調な伸びを示し

て来た。 

しかし、令和 2（2020）年に入り、世界的な新型コロナウイルス感染症の感

染拡大により、海外からの観光客が激減し、特にインバウンドの恩恵が大きか
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った大阪の観光関連事業者は甚大な影響を受けている。まずは、過去最高の来

阪観光客者数となった平成 31/令和元（2019）年の水準へ早期に回復させる必

要がある。 

インバウンドの本格的な回復時期がまだ不透明な中、国内旅行に関しては、

Go To Travel実施時は旅行需要も回復していることから、感染状況を見据え、

いち早く国内旅行の需要喚起に取り組む必要がある。 

また、旅行者の消費を喚起するためにも、府域周遊の促進を図ることにより

大阪に長く滞在してもらうことや、新たなコンテンツの充実により府内での

消費額の増につなげていくとともに、多様になったニーズを的確にとらえ、高

付加価値な参加・体験型の多様なコンテンツを提供していく必要がある。 

 

Ⅴ 令和 3(2021)年度の取組みの方向性 

  令和 3（2021）年度は、「大阪都市魅力創造戦略 2025」取組み期間の開始年

度であり、同戦略に掲げる「魅力共創都市・大阪」をめざし全力で取り組む。 

  これまで、観光案内所、Osaka Free Wi-fi、大阪コールセンターをはじめと

する受入れ環境の整備、マーケティング、大阪の強みを活かした事業展開に

より、大阪への注目が高まることで、来阪外国人数、消費額、宿泊者数を大き

く伸ばして来たが、コロナ禍のもとで、ニューノーマル（ウイズコロナ・アフ

ターコロナ）時代への転換が必然となり、安全・安心や SDGsへの取組みを更

に強化して行く必要がある。 

  今後は、2025年大阪・関西万博、IRの誘致などを見据え、「量」から「質」

への転換を図り、新たなステージの取組みとして、①日本の観光のショーケー

ス、②日本の観光のトップランナー、③成長戦略の起爆剤、④高付加価値 MICE

都市となることを目指して、これまでの事業を見直しつつ、さらなる選択と集

中による取組みを進める。また、入国規制解除を見据え、外国人観光客の回復

に向けた取組みを進める一方、旅行消費額では外国人の約 4.5 倍の消費額が

ある国内観光の更なる強化を行い、マイクロツーリズムなどの府域内周遊、他

都道府県と連携した広域周遊への取組みを強化していく。 

このような考え方のもと、「Ⅲ 大阪での都市魅力に資する大規模プロジェ

クト」及び「Ⅳ 課題」を踏まえ、国際都市大阪を世界の舞台へ飛躍させるた

めに、①「データに基づく市場別マーケティング」の強化⇒②「大阪の強みを

活かす事業の展開」に③「世界最高水準の受入れ環境の整備」を加え⇒④「大

阪を世界の舞台へ飛躍させ、世界から大阪に人が集まる」というプラスの循環

を作り出す取組みを継続して進めていく。 

優先的に取り組む事業の詳細については、次のとおりである。 
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1  ニューノーマル(ウイズコロナ/アフターコロナ)に向けた 重点事業 

⑴ 国内旅行客の誘致強化   

ア 国内旅行消費額増に向けての取組み 

国内旅行消費額の増に向けて、「観光消費額」の構成要素である「観

光客数」と「観光消費額単価」をそれぞれ引き上げる取り組を実施する。      

「観光客数」については、魅力的な観光コンテンツの開発やターゲット

別、エリア別の誘客プロモーション展開等に取り組む。一方、「観光消

費額単価」については、「平均滞在時間・日数」と「１日当たり平均消

費額」をそれぞれ上昇させる必要があることから、府域周遊促進、ナイ

トカルチャーの拡充や、大阪ならではの体感・体験コンテンツとして、

アウトドアや祭り、文化・歴史等の富裕層向け観光コンテンツの開発等

に取り組む。 

 

イ マイクロツーリズムへの取組み 

３密（密閉、密集、密接）を避ける工夫をしながら、大阪府内をはじ

め近隣エリアに住む人々に近場の温泉地やグルメ、自然散策、文化体験

などを楽しんでもらう「マイクロツーリズム」のニーズを捉えて、地元

地域と連携して府内の観光資源の再発見に取組み、モデルコースの作

成などその楽しみ方を紹介するとともに効果的な周知を行う。 

特に、世界遺産百舌鳥・古市古墳群や万博記念公園など、日本人にな

じみのある観光地については、季節ごとのストーリーあるモデルコー

スを作成するなど、再訪したいと思わせる内容について検討する。 

また、大阪府、大阪市と連携して、コロナ禍により大打撃を受けて

いる府内観光事業者を支援し、観光需要喚起キャンペーンを実施する。 

 

ウ 府域内に眠る観光資源の磨き上げ 

  大阪府域内には、いまだ知られていない、活用されていない地域に眠

る観光資源が数多く存在する。 

 新たな観光資源を大阪ならではの観光素材として磨き上げ、その魅

力を体感・体験できる観光コンテンツを造成することは、国内旅行客の

みならずインバウンドにとっても、より一層魅力のある観光地の実現

につながる。また、地元自治体や事業者など多様な関係者と連携した取

組みを実施することにより観光需要の回復・地域経済の活性化につな

げる。 

 

エ 大阪楽遊パス（大阪観光新商品）の販売 

大阪府内周遊の新しい商品として、既存の大阪周遊パスに付加され
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ていた交通機関利用権を除き、観光施設をお得に周遊できる観光施設

特化型の「大阪楽遊パス」を本格的に販売する。 

主に海外のオンライン旅行社を通じて販売を開始し、パスと連動し

たアプリの開発や交通機関・飲食店舗との連携を強化することでサー

ビスの向上を図り、パスの利便性と付加価値を高める。 

 

オ 民間事業者と連携した施策の強化（観光施設・飲食店等） 

令和 2（2020）年 3月から、コロナ禍からの反転攻勢を見越した「Ｗ

ａＯ（=We Are Osaka）特典キャンペーン」の取組みを実施してきたが、

引き続き民間事業者とのネットワークを活かし、各分野別に機運醸成

と観光需要喚起のリカバリーイベントを実施する。 

 

カ 他都道府県・観光団体との連携強化 

令和 7(2025)年をマイルストーン（到達点）として、大阪のゲートウ

ェイ構想、広域連携として段階的に他府県連携を強化し、大阪と各府県

をつなぐ街道作りを実施していく。 

観光客にとってわかりやすく互いの街をエリアやテーマごとに街道

として示すことで、双方向の交流人口拡大と経済波及効果を目指す。 

これまで連携協定を締結した加賀市・長野県・高知県に加え、今後は、

順に「瀬戸内エリア」「北陸・中部エリア」「首都圏エリア」「東北エリ

ア」「九州エリア」「沖縄エリア」「北海道エリア」を検討する。 

 

キ Go To Eat 大阪キャンペーン・プレミアム食事券発行事業  

     新型コロナウイルス感染症予防対策に取組みながらがんばっている

飲食店等を応援するため、国が実施する GoToEat キャンペーン事業に

ついて、引き続き大阪での食事券発行事業の事務局運営を担う。また、

GoToEat大阪キャンペーン食事券発行事業とあわせ、民間事業者と連携

して外食の需要喚起の取組みを行う。 

 

⑵ 密を回避した観光スタイルの構築 

瞬時に訪れる自然災害とは違い、新型コロナウイルス感染拡大は、いつ

まで続くのか想定できず、これまでに経験のないストレスに耐えながら

仕事や休暇を過ごす人も多い。また、仕事面においても分散化が求められ

ている。それらに対応するための新たな仕事のスタイルや旅行のスタイ

ルが求められている。 
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  ア ワーケーション等の推進（自然施設、温泉等） 

ワーケーション（旅行先で休暇を過ごしつつ仕事をする。ワーク＋バ

ケーション。）やブレジャー（出張先で滞在期間を延長して余暇を楽し

む。ビジネス＋レジャー。）を新たな旅のスタイルと位置づけ、普及を

図ることにより、特定の時期と場所に集中する日本の旅行需要を分散

させ、休暇取得の促進を後押しする。 

  美しい景観、非日常空間の中のワーケーションは、従来のオフィスや

家では生まれないクリエイティブで、工夫のある新たな発想が期待で

き、分散化とともに業務効率の向上が期待できる。 

府内にある自然豊かな環境での都市部近郊型ワーケーション、市内

の高級ホテルで都会の摩天楼・夜景・プール・温泉などを備えた大都市

型ワーケーションの実施について理解し、積極的に取り組む自治体、施

設を支援していく。 

  

イ デジタル化の推進（アプリやＱＲコード） 

   新型コロナウイルス感染拡大防止のため、非接触型の案内や対応が

求められており、各地の施設にて導入が進められている。大阪観光局

においても今後のコンテンツ紹介として、アプリやＱＲコードを順次

導入する。 

 

  ウ 密にならない観光の促進 

     感染防止のため、一定の距離間を保てる野外等自然環境での観光需

要が高まっている。サイクリング、グランピング、キャンプ、ゴルフな

どの屋外で楽しめる府内の観光地について、積極的に情報発信を図っ

ていく。 

      

  エ みどりや花・自然を絡めた観光の推進 

(ｱ) 大阪府内のみどりや自然について、大阪ならではの楽しみ方を盛

り込みながら、歴史・文化などを交えたストーリーをもとに「テーマ」

を整理し、各市町村と連携してコンテンツを造成する。 

（トレッキング・ウォーキング・グランピング・キャンプ・サイク

リング・フルーツピッキングなど×笑いや人情の文化等） 

(ｲ) 事務局として参画する「日本みどりのプロジェクト」との相乗効

果を目指し、参画する都府県や市町村、企業などの団体と都市型緑

化を推進し各都府県との連携をもって周遊を推進する。 
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⑶ インバウンド回復に向けた環境整備  

ア 情報発信 

コロナ終息後に旅行したい国のランキングで日本は、アジアで１位

欧米豪でも 2 位と高い人気となっており、アフターコロナの大阪への

誘客に向けて新しい大阪の情報を発信するとともに、正確な安心・安

全情報を発信する。 

 

イ 量から質への転換（富裕層強化、消費額向上、MICE 推進） 

 アフターコロナにおける観光の分散化とともに、量から質への転換

を図る上で、滞在消費額の向上は必須の取組みであり、富裕層対策を強

化する。 

(ｱ) 港湾関連、空港関連の整備 

スーパーヨット（寄港・係留・滞在）、プライベートジェット・チ

ャーターヘリ（出入国管理・駐機時間・ヘリポート利用許可）など、

富裕層の受入れに必要な環境整備について調査し、解決に向けた取

組みを推進していく。 

(ｲ) 富裕層、マス富裕層へのコンテンツ強化 

文化体験・スポーツ観戦・食事・美容・アンチエイジング・人間ド

ックなど富裕層向けのコンテンツの充実・強化を図る。 

 

ウ テーマ型回遊ルート、広域周遊ルートの構築 

グランドサークルプロジェクトによる北陸方面経由、東京に至る周

辺 12都府県との連携によるモデルコース提案を行う。また、JR を利用

したモデルコースのパンフレット化、共同プロモーションを実施する。 

また、大阪を起点とし、城郭や忍者、スポーツ、自然体験アドベンチ

ャーなど回遊ルートを構築する。 

例）①大阪城、金沢城、松本城を繋ぐ城郭文化体験 

  ②都市部サイクリング、瀬戸内サイクリングと食とを絡めた 

   スポーツ体験 

  ③東洋陶磁美術館、21世紀美術館、北斎館などの芸術・美術 

   ルート 

 

 エ 多言語対応、無料 Wi-Fiなどのさらなる整備 

多言語対応におけるコールセンターと AIチャットボットの効果を見

極め、必要に応じて情報発信機能の付加や機能削減を行い、観光客目線

でのベストミックスを模索する。 

また、OSAKA Free Wi-Fiを利用した広告モデルの実証、取得データ
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活用の実証を行う。 

   

⑷ 感染防止を徹底した受入れ環境の整備 

 コロナ禍において、非接触型の対応が注目され、各地で様々なシステム

が導入されている。一方、みどり溢れる自然環境や人とのコミュニケーシ

ョンの大切さについても改めて実感することになった。それらをうまく

活かしながら観光客が求める安心・安全・快適なまち大阪を発信していく。 

   ア 観光チャットボット運営 

令和２(2020)年 4 月に開設した観光チャットボットは、多言語で非

接触かつ 24時間対応が可能なため、ウイズコロナ、アフターコロナの

案内ツールとして、さらに重要性が増している。現在は、ほとんどが日

本人利用者だが、今後、インバウンドの回復に伴い、外国人観光客の利

用増加が見込まれるため、観光客へのアプローチ手段として幅広く活

用できるよう検討していく。 

 

   イ キャッシュレス決済の普及促進 

     多くの観光客に安心・安全で、より快適な旅行を楽しんでいただけ 

    るよう、民間事業等と連携して、キャッシュレス決済の環境整備、 

    推進を行っていく。 

 

2 その他の重点事業  

⑴  データに基づくマーケティングの強化 

変化する観光業界の状況を随時把握できる仕組みを作り、大阪の強み

を活かしたコンテンツ作成及び発信、来阪後の受入れ、来阪者の次に繋が

る取組みなどを実行できるよう計画する。 

 

ア 大阪観光局 DMP(=Data Management Platform)による PDCA 

各市町村の観光戦略立案に必要なデータ（インバウンド訪問者数、消

費額等）を分析し、インバウンドの取り込み状況を見える化することで、

強み・弱みを洞察し、分析結果を市町村へ示すとともに、結果に基づく

施策立案を支援する。 

イ 具体的なデータ施策（プロモーション設計～効果検証） 

魅力的なコンテンツ開発 ⇒制作物⇒プロモーション⇒効果検証 

各事業の内容に応じたデータを集め、より効果的な発信ができるよ

うに、コンテンツ開発・磨き上げを行ったのち、ユーザーインターフェ

ースを意識した制作物（クリエイティブ）を作る。次にターゲットに合

わせたセグメントをおこない効果の高いプロモーションを実施し、効
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果検証に繋いで PDCAを回す。 

 

⑵ 「OSAKA 」ブランディング構築のための事業展開～食～ 

ア 世界の「食のまち」と並ぶ「食のまち・大阪」ブランド構築に向けて 

大阪の「食」は重要な観光資源となっているが、本来のポテンシャル

が活かされておらず、世界の有名観光都市と比較すると、飲食関連の消

費単価が低い。「クオリティーが高く、多様な食が楽しめるまち」とし

て、積極的な情報発信やプロモーションを実施し、世界に向けた食のま

ち・大阪ブランディングを推進する。また、様々な食関連事業者との連

携による、食文化体験、周遊ルート開発など、積極的な食コンテンツ創

造に取り組む。 

  さらに、世界的に取組みが進んでいる食のＳＤＧｓについて、関係事

業者と連携して取り組む。 

 

イ 食創造都市・大阪推進機構の取組み 

  食に関する様々な事業を通じて、大阪の持つ付加価値の高い食の魅

力を世界に発信するブランディング展開のため、大阪商工会議所と共

同で立ち上げた「食創造都市 大阪推進機構」において、情報発信、コ

ンテンツ創造、ＳＤＧｓの取組みなど協業しながら積極的な食事業を

実施する。 

 

⑶ 「OSAKA 」ブランディング構築のための事業展開～スポーツ～ 

   ア 世界トップレベルのスポーツツーリズム都市を目指して 

 大阪は数多くのプロスポーツチームが本拠地を置くだけでなく、各

種スポーツメーカーが集積する、住民が常にスポーツと近しい関係を

築くことができる都市であり、スポーツとツーリズムを掛け合わせる

ことでさらに都市の魅力を高めるポテンシャルを秘めている。まず、大

阪観光局が各プロスポーツチームと連携する取組みによりシティブラ

ンドの向上を図り、さらに、行政や各プロスポーツチーム、スポーツ関

連企業等で構成する大阪スポーツツーリズム＆MICE 推進協議会が主と

なって、東京オリンピック・パラリンピックや、各スポーツ国際競技団

体との接触機会を増やし、スポーツ関連の国際会議や、国際レベルのス

ポーツ大会を誘致する活動を強化することで、世界トップレベルのス

ポーツツーリズム都市を目指す。 

 

   イ 新規アクティビティを活用した都市魅力の創造 

大阪府内の市町村すべてを網羅し、かつ、広域連携を図る取組みとし
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てサイクリング、トレッキングをツーリズムコンテンツとして認識し、

国内外に両コンテンツの普及を図る。サイクリングツーリズムにおい

ては、令和 2(2020)年度事業において、観光庁の交付金事業を使い、柏

原市・羽曳野市との連携による E-BIKE を活用した事業を展開し、地元

企業連合による自走化組織立ち上げへの協力、柏原・羽曳野市のサイク

リングマップデータの制作、両市限定の専用 Web サイトを立ち上げた

が、令和 3(2021)年度事業においては、大阪府内の他市町村と連携し、

大阪全体のサイクリング専用ポータルサイトの制作を目指す。 

 また、令和 3（2021）年度はアドベンチャーツーリズムにも注力する。

アドベンチャーツーリズムでは、府内自治体や民間事業者と手を携え、

生駒山地や金剛山地、和泉山脈までを対象とするロングトレイルルー

ト及び周辺地域の観光素材を活用する新たなインバウンド向けコンテ

ンツを商品造成することで、府内の長期宿泊滞在を促し、アフターコロ

ナ期の新たな都市魅力の創造を図る。 

 

 

⑷ 「OSAKA 」ブランディング構築のための事業展開～ラグジュアリー・

ウェルネス～ 

2025 年大阪・関西万博を見据え、ネットワークを活用した顧客層の拡

大を図る。 

ラグジュアリーマーケットの一体的獲得を目指し、次の取組みを行う。 

ア 環境整備、宿泊、体験コンテンツ（食・文化体験・健康、ウェルネス    

体験）の多様化を進める。 

 

イ 長寿・健康都市をフックに業界、施設と連携してジャンルを拡大する 

（人間ドック・美容・アンチエイジング・食・スポーツなど）。 

 

⑸ MICE 推進活動 

人・モノ・情報を一堂に集め、商売・イノベーションを生み出し、経済

効果をもたらす MICEの普遍的価値の追求に加え、コロナ禍で明らかにな

った課題の解決と、いっそう魅力的・感動的な価値提供に力を入れ、主催

者に選ばれる「高付加価値 MICE都市」を目指す。 

ア MICE 開催の機運醸成 

     FOODEX Japan in 関西(7月）、ツーリズム EXPOジャパン（11 月）な

ど象徴的 MICE を支援して成功に導き、MICE 業界の活性化と MICE 開催

の機運を高める。 

（指標）国際会議・インセンティブツアー・展示会 開催支援件数：15件 
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イ 主催者に選ばれるための環境整備 

      ・「安心・安全・清潔と SDGs対応 MICE」を目指す施策立案 

      ・MICE会場の機能強化案の策定 

      ・ユニーク・ベニューの開発強化、アフターMICEプログラム充実 

 

ウ IRを見据えた誘致強化 

・リアル開催の価値を実感しやすい展示会・イベントの誘致強化 

・大阪の都市ブランドを高める MICE を誘致（食、スポーツ、LGBTQ な

ど） 

・エリア MICE 推進による連携促進 

      （指標）国際会議＋展示会  誘致件数：15件 

 

⑹ 国内教育旅行   

コロナ禍を受け、マイクロツーリズムへの関心が高まる中、教育旅行の

行き先も海外や遠隔地からの見直しが進められている。教育旅行で訪れ

た地は思い出の地となり、リピーター需要を生み出すことにもなるため、

この機をとらえ、教育旅行の誘致を強化する。 

「大阪体験プログラム」の教育旅行向け体験素材の発掘・開発、プログ

ラム集の改編等を行い、「キャリア体験」を中心とした「大阪らしい体験」

や「大阪の伝統・レガシー」に根ざした素材開発に注力することによって、

都市としての競争力強化を図り、教育旅行訪問先として「選ばれる都市大

阪」を目指す。また、次の(7)で述べる大阪 B&S（=Brothers ＆ Sisters）

プログラム事業につなげることで、海外や遠隔地からの訪日教育旅行の

復活時に備える。 

 

⑺ 大阪 B&S(Brothers & Sisters)プログラム 

修学旅行、校外学習など学校教育の一環として大阪を訪れる国内外か

らの教育旅行団体に対して、大学生や留学生がガイド役となり、兄弟姉妹

（Brothers＆Sisters)のように交流しながら街を歩き、大阪の魅力を紹

介する体験型の新たな教育旅行コンテンツ「大阪Ｂ＆Ｓプログラム」を大

阪観光局、ＪＴＢ及び留学生支援コンソーシアム大阪が一体となって企

画・運営を行う。令和 3（2021）年度より本格的に実施し、2025年大阪・

関西万博へのステップとする。 

 

⑻ Web からリアルな訪日教育旅行 

コロナ禍においては、海外の学校を通じた学生との Web 交流を実施し
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たが、現地の学校からも好評で、実績を上げた（台湾、韓国、オーストラ

リアなど）。Web 交流は、インターネット上でのコミュニケーションに加

え、コロナ禍が落ち着いた後、実際にリアル交流につなげることを目的と

した計画とし、実施していく。今後も新たな国や地域ともインターネット

通じて、海外の学校に対して、大阪・関西への教育旅行誘致促進を図って

行く。 

訪日教育旅行の誘致においては、近隣府県や関西観光本部と連携し、オ

ンライン（インターネット上）も視野に入れた海外プロモーションの実施

やセミナー商談会等に参加するとともに、各国の総領事館等との連携強

化に努める。 

 

⑼ 留学生支援コンソーシアム大阪 

大阪観光局が事務局となりオール大阪で取り組んでいる「留学生支援

コンソーシアム大阪」は、16のアクションプランを策定し、3つの委員会

で具体的な運用に取り組む。 

ア 誘致委員会･･･日本留学海外拠点事業、留学希望者向け「ポータルサ

イト」など 

 イ 支援・活用委員会･･･「おおさか住まい」プロジェクト、留学生関連

イベントなど 

 ウ 就労委員会･･･「社会進出・就職支援」サポート、留学生「起業家支

援」プランなど 

2025年大阪・関西万博に向け、大阪の知名度・存在感のアップに繋が

る事業であり、アジア NO.1 の「留学生都市 大阪」を目指す。 

 

⑽ 大阪をハブとするテーマ型回遊ルート構築（広域連携） 

大阪を起点とした伝統文化、スポーツ、自然体験アドベンチャーなど  

日本の自然の最大限活用を目指し、テーマごとに他都市を結ぶ回遊ルー

トを構築する。 

例） ① ウェルスネスロード（温泉、癒し、美容、食など） 

② アドベンチャーロード（トレッキング、サイクリング、SKI、

秘境、秘湯体験） 

    ③ 忍者・SAMURAIロード（伝統工芸、伝統文化体験など） 

  

 ⑾ LGBTQ への取組み 

  多様性あふれる街「大阪」は、大阪観光局のかかげる３つのコンセプ

トの一つであり、多くの観光客が来阪する 2025年大阪・関西万博に向け

て、その取組みを進めていく必要がある。大阪は、行政としても LGBT施
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策を積極的に推進していること、親しみやすい人柄や文化・芸術もあるこ

と、また、コミュニティを大切にする LGBTQ 当事者が集うエリアもあるこ

となど、LGBTフレンドリーな受入れ環境が整っている。 

大阪観光局では IGTLA（=国際ゲイ＆レズビアン旅行協会）に加盟し、

LGBT ツーリズムとして受入れ体制を整えているところであり、大阪が日

本の LGBTの受入れのトップランナーとして、多くの地域、事業者と連携

して、令和 6(2024)年の IGTLA総会の大阪開催を目指す。 

これまでの取組みにより築いてきたネットワークを活かし、観光事業

者向けのセミナーの実施や LGTBQ 施策に関心のある中小事業者との連携

事業の実施などの取組みを推進していく。   

 

 ⑿ ナイトカルチャーへの取組み（24時間都市） 

ナイトタイムエコノミーの活性化に向け、ナイトカルチャーコンテン

ツの発掘・創出に取り組んでいる。アフターコロナにおける国内外の来阪

者のナイトタイムでの消費拡大を目指す。 

ア 御堂筋イルミネーションの取組み 

御堂筋イルミネーションは、大阪の風物詩として定着してきている

が、府域以外の国内外からの認知度はまだ低く、観光資源としての磨き

上げや魅力向上が必要である。 

今年度は、国内外へのプロモーションを強化するとともに、沿道の事

業者や商店会、まちづくり活動を行う団体、道頓堀ナイトカルチャー協

議会と連携しながら様々な仕掛けや取組みの中からナイトコンテンツ

を創造し、来訪者の回遊ならびに消費活動を活性化させることを目指

す。 

 

イ Osaka Night Out の取組み 

着地型の観光コンテンツ造成として、マーケットリサーチをもとに、

ナイトクラブ、飲食、アミューズメント、美容関連等のコンテンツをサ

イトにまとめ、来阪者の夜 21時以降に使える特典付きクーポンを発行

し、その利用データより夜間消費の伸びを検証している。 

今年度は、当該取組みのデータを取得する段階から、大阪の夜の観光

コンテンツ造成のためのプラットフォームへ昇華させることとする。

関係者、有識者で協議会を発足させ、ナイトコンテンツのワンストップ

サービスを行う体制を構築し、夜版周遊パスの発行を目指す。 

 

 ⒀ 大阪市域ブランド構築に向けたゾーニング戦略への取組み 

IR、万博を見据え、交通利便性に優れ、核となる施設やコンテンツが存
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在する地域をゾーニングして、個性豊かなテーマで一定時間周遊滞在が

図れるよう、魅力創出とブランディングを図る。今年度は、ゾーニングの

設定と先行取組み地域を選定し、関係者との協議を始める。  

   

 ⒁ 受入れ体制の整備 

   ア 観光案内所を活用した大阪を基点とした観光の促進 

・観光のテーマ（歴史・映画等）を設定し、周遊コースを作成、提案す

ることにより大阪を中心とした近隣府県の周遊を促進する。 

   ・サイネージディスプレイを活用した観光施設広告（公･民問わず）を

有料化することにより、案内所広告の公平性を確保すると同時に自

主財源を確保する。 

・全国の観光地を紹介するため、全国の自治体から有料広告を募集する

（案内所の広告仕様に合致するもの）。 

 

  イ 緊急事態宣言等を踏まえ運営体制の見直し 

   令和 2（2020）年度はコロナ禍による来所者の減少に伴い、時間及び

要員を適宜縮小して運営したが、令和 3（2021）年度も引き続き、来所

者等の状況に応じ、適切な体制で運営を行う。 

 

⒂ 大阪フィルム・カウンシル（フィルム・ツーリズム推進） 

府内自治体や警察、民間企業ともタッグを組み、撮影受入れ体制などロ

ケ支援の環境整備を進めることで、大阪を舞台にした作品の誘致に取り

組む。また支援作品の公開にあわせて大阪観光局内のコンテンツ、情報発

信チームとの一層の連携による情報発信、プロモーションやフィルム・ツ

ーリズム商品造成を通じて、大阪のブランディングと誘客を図り、地域の

活性化に貢献していく。 

  

 ⒃ 自主財源の強化 

 ア 賛助会員 

「観光振興は、関係者の総合力で実施し、観光局と会員とが連携して、

観光振興を推進する」との会員制度の趣旨と、「賛助会費は、観光局活

動の基盤を支える重要なものである」との認識のもと、会員事業活動を

実施している。 

令和 2年（2020）年度は、コロナ禍により多くの会員が深刻な影響を

受け、会員継続が困難な事業者も増加したが、令和 3(2021)年度はコロ

ナ禍からの回復を見据え、会員との連携強化を図り、全職員で会員の維

持・勧誘活動に取り組む。 
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イ オフィシャルパートナー制度 

大阪観光局の展開する様々な施策に賛同いただき、事業推進を強力

に支援していただけるオフィシャルパートナーの獲得を強化するため、

パートナーメリットを実感してもらえる、魅力ある制度作りを進める。 

 

ウ その他手数料 

大阪観光局公認の大阪観光土産の企画・開発や、大阪観光局ロゴマー

クのライセンス料収入など、手数料の獲得によって、観光資源の開発

及び自主財源の強化を図る。 

 

 エ 大阪楽遊パス（Ⅴ.1.(1)エ「大阪楽遊パスの販売」の再掲） 

大阪府内周遊の新しい商品として、既存の大阪周遊パスに付加され

ていた交通機関利用権を除き、観光施設をお得に周遊できる観光施設

特化型の「大阪楽遊パス」を本格的に販売する。 

主に海外のオンライン旅行社を通じて販売を開始し、パスと連動し

たアプリの開発や交通機関・飲食店舗との連携を強化することでサー

ビスの向上を図り、パスの利便性と付加価値を高める。 

  


